
第１章　環境に関する愛媛県の概況

 第１節　愛媛県の概況

１　地　　勢

　　本県は、県を東西に横断する中央構造線を境として

北側には瀬戸内海に面した平野が広がり、南側には四

国の脊梁をなす四国山地や雄大な四国カルストが広

がっている。また、西日本一の標高を誇る石鎚山

（1,982ｍ）をはじめ多くの険しい山々や盆地が多数あ

り、全体的に山地の多い地形となっている。一方、瀬

戸内海、宇和海には大小200余の島々が散在し、海、山

両面の自然に恵まれた地形となっている。

　　県の総面積は5,677km２で、国土の1.5％を占め、全国

第26位の広さとなっている。

　　海岸線は、1,633kmにも及び、全国第５位にランクされており、日本の海岸線の約５％、四国

の約47％の長さとなっている。県東部から中部にかけての瀬戸内海沿岸は、遠浅の砂浜海岸が続

き、佐田岬半島から南の宇和海沿岸は、入り江の多いリアス式海岸となっている。

２　気　　候

　　愛媛県の北に広がる瀬戸内海は、南北に四国山地と中国山地、東西に本州・九州で囲まれてい

るため、瀬戸内海沿岸地域は、夏冬の季節風に対し常に山地の風下側に当たるため、降水量が少

なく（年降水量1,200～1,600mm）、比較的温暖な（年平均気温16℃前後）半海洋・半内陸性の瀬

戸内気候となっている。

　　一方、県南西部の宇和海沿岸地域や山間部は、瀬戸内海側と異なり、降水量も比較的多く

（1,600～2,000mm）、冬には積雪もあり、この雨や雪は、降水量の少ない瀬戸内海沿岸地域に

とっては貴重な水資源となっている。

３　人　　口

　　平成17年国勢調査によると、総人口は146万7,824人（男691,569人、女776,255人）で、日本の

総人口の1.15％を占め、全国第27位、四国では第１位となっている。

４　産 業 等

　　事業所数（平成13年10月１日時点）は80,613所、就業者数（平成13年10月１日時点）は66万

1,695人、県内総生産（平成16年度）は４兆7,286億円となっている。

　　従業者４人以上の工業事業所数（平成17年12月31日時点）は2,993事業所、従業者数は８万

4,381人、製造品出荷額等は３兆3,008億円（全国シェア1.2％、第27位）となっている。

　　商業事業所数（平成16年６月１日時点）は22,028店、従業者数は12万8,642人、商品年間販売



額は３兆8,035億円（全国シェア0.72％、第27位）となっている。

　　農業産出額（平成16年）は1,336億円（全国シェア1.5％、第24位）、果実生産額（平成16年）

は462億円（全国シェア6.1％、第６位）となっている。

　　県内の林野面積（平成17年２月１日時点）は400千ha（全国シェア1.61％、第23位）となって

いる。

　　海面漁業・養殖業の生産量（平成16年）は17万4,140ｔ（全国シェア3.1％、第10位）となって

いる。

　　また県内の自動車保有台数（平成16年３月31日時点）は99万5,852台（全国シェア1.27％、第

27位）となっている。

出典：「統計からみた愛媛県の地位」（愛媛県統計協会）など



 第２節　愛媛の環境の概況

１　環境政策の動き

　　本県では、健康で恵み豊かな環境を保全するとともに、よりよい環境を将来の世代に引き継ぎ、

県民、事業者、行政が一体となって創造していくため、平成７年５月に「えひめ環境保全指針」

を策定するとともに、平成８年３月には愛媛県環境基本条例を制定し、環境保全についての基本

理念を定め、県や市町村、事業者、県民の環境保全に係る責務を明らかにし、環境保全施策の総

合的かつ計画的な推進を図っている。

　　地球温暖化問題に対しては、平成13年３月に「愛媛県地球温暖化防止実行計画」を策定し、温

室効果ガスの排出量の削減に向けて、県のすべての機関において環境に配慮した様々な取組を進

めてきたが、平成17年度で第一次計画（平成13～17年度）の期間が満了となることから、これま

での実績や法改正等を踏まえ、平成18年３月に新たに第二次計画（平成18～22年度）を策定し、

平成22年度までに二酸化炭素を平成16年度実績比で10％以上削減することを目標に、更なる温暖

化対策に取り組むこととした。また、平成14年３月には、「愛媛県地球温暖化防止指針」を策定

し、県民、事業者及び行政が一体となって温暖化対策を推進している。

　　環境影響評価については、環境影響評価法の制定に伴い、同法の対象外の事業について、環境

影響評価を義務付けるため、平成11年３月に、愛媛県環境影響評価条例を制定した。

　　また、優れた瀬戸内海の自然環境を保全するため、海砂利採取の禁止を盛り込んだ「瀬戸内海

の環境の保全に関する愛媛県計画」の改訂（平成14年７月31日告示）を実施するとともに、県内

の自然生態系を保全し、生物の多様性を確保していくための基礎資料とするため、平成11年度か

ら４箇年をかけて県内の絶滅のおそれのある野生動植物をリストアップし、その希少性の評価や

生息・生育状況を取りまとめた「愛媛県レッドデータブック」を平成15年３月に作成した。その

成果を踏まえ、平成17年３月「愛媛県野生動植物の保護に関する基本方針」を策定した。

　　循環型社会の構築については、平成12年３月に、「えひめ循環型社会推進計画」を策定してい

るところであるが、平成17年３月、今後さらにレベルの高い循環型社会に向かうための戦略プロ

グラムとして「第二次えひめ循環型社会推進計画」を策定した。

　　一方、廃棄物の不法投棄と土壌汚染防止対策については、廃棄物まがいの土砂等の埋立てを規

制するため、平成12年３月に「愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止

に関する条例」を制定した。

　　さらに、さわやかな環境先進県を目指して、環境創造のための先進的技術や施策、自然環境再

生の検討、研究等を総合的かつ計画的に実施するため、平成12年４月１日に愛媛県環境創造セン

ターを設立し、環境微生物による水質浄化技術やダイオキシンの分解技術を開発するなど、「環

境創造プロジェクト」を展開している。

　　これらの環境先進県づくりを進める各種の施策や事業活動における環境配慮を積極的・継続的

に徹底するため、国際規格ＩＳＯ14001の導入を進め、平成14年11月27日に認証を取得した。

　　平成15年４月には、地球温暖化対策学習をはじめ環境グループの打ち合わせや研修などに利用

できる愛媛県体験型環境学習センター（えひめエコハウス）がオープンし、本県の環境学習や環

境保全活動の拠点施設として様々な活動が行われている。

　　そして平成17年３月には、長年産業型公害の防止に積極的に取り組んできた愛媛県環境保全協



会が特定非営利活動法人となり、県と連携してえひめエコハウスを拠点に愛媛県地球温暖化防止

活動推進センターとして地球の温暖化防止などの幅広い環境問題に取り組んでいる。同年10月に

は、愛媛県は愛媛県地球温暖化防止活動推進センターが行う地球温暖化防止フェスティバルを共

催し、環境意識の向上に努めた。

　　また、平成17年３月には、廃棄物の減量及び処理に関する基本方針と目標を定めた「愛媛県廃

棄物処理計画」を策定し、廃棄物処理法に基づく国の方針を踏まえ、平成22年度における一般廃

棄物（ごみ）の減量化目標値を定めた。

２　生活環境

　(1) 大気環境

　　　大気汚染とは、工場・事業場における事業活動に伴って発生するばい煙や自動車から排出さ

れる汚染物質及び光化学オキシダントなどの二次汚染物質によって空気が汚れ、人の健康や生

活環境に悪い影響を与えるような状態のことである。

　　　そのため、人の健康を保護する上で維持することが望ましい基準として、環境基本法等に基

づき、二酸化硫黄、一酸化炭素、二酸化窒素、浮遊粒子状物質、光化学オキシダント、ベンゼ

ン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン及びダイオキシン類の10物

質について環境基準が定められている。

　　　平成17年度の大気常時測定局における測定結果は、二酸化硫黄、一酸化炭素及び二酸化窒素

については、前年度に引き続き、すべての測定局で環境基準を達成している。しかし、浮遊粒

子状物質については、有効測定局27測定局中５局で２日連続して環境基準値を超えた時期があ

り、環境基準達成率は81％（前年度100％）となっている。光化学オキシダントについては、

前年度と同様、すべての測定局で環境基準値を超えた時間があったが、光化学スモッグ注意報

の発令は１日もなかった。

　　　また、ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン及びダイオ

キシン類については、前年度に引き続いて、すべての地点で環境基準を達成している。

　(2) 水 環 境

　　　水質汚濁とは、工場・事業場、家庭などから排出される汚水によって河川や海域の水質が悪

化したり、水底の土砂が汚染される現象であり、一般に河川や海には汚れをきれいにする自然

の働きがあるが、汚れがひどくなるにつれこの自浄作用が働かなくなるものである。

　　　水質汚濁に係る環境基準は、環境基本法等に基づき、人の健康の保護に関する項目（健康項

目）と生活環境の保全に関する項目（生活環境項目）について定められている。健康項目に関

する環境基準は、すべての公共用水域に一律に適用され、かつ、直ちに達成・維持されるよう

努めるものとされている。一方、生活環境項目に関する環境基準は、公共用水域について利水

目的に応じて水域類型が指定され、それぞれの水域類型ごとに基準値及び達成期間が設定され

ている。

　　　平成17年度の公共用水域の測定結果は、健康項目（26項目）については、河川（37地点）、

湖沼（２地点）及び海域（23地点）のすべての地点で環境基準を達成している。生活環境項目

については、代表的な水質指標であるBOD（河川に適用）及びCOD（湖沼及び海域に適用）につ



いて、県内の56水域のうち46水域で環境基準を達成（達成率82％：前年度77％）している。全

窒素及び全燐は、全ての海域で環境基準を達成した（前年度：全窒素・全燐ともに100％）。

　　　平成17年度の地下水の水質測定結果については、定期モニタリング地点79地点のうち、テト

ラクロロエチレン１地点、ヒ素１地点、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素20地点が環境基準を超過

していた。

　　　また、概況調査においては、47地点中、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素が４地点、ふっ素が３

地点で環境基準を超過していた。

　　　平成17年度のゴルフ場からの排出水中農薬の検査結果は、前年度に引き続いて、環境省の指

針値を超過したものはない。

　　　平成18年度の県内の主な水浴場（28箇所）の水質調査結果は、シーズン前及びシーズン中と

もにすべての水浴場で遊泳可能であった。

　(3) 騒　　音

　　　騒音は、人の感覚に直接影響を与え、日常生活の快適さを損なうことで問題となることが多

く、感覚公害といわれている。また、騒音の発生形態としては、工場・事業場、建設作業、交

通機関など多種多様である。

　　　騒音に係る環境基準は、環境基本法に基づき、一般居住環境騒音、自動車騒音及び航空機騒

音等について、都市計画法に基づく用途地域の指定などの地域の土地利用状況に応じて地域の

類型が指定され、時間帯によって区分されている。本県では、10市１町について、環境基準の

類型指定が行われている。

　　　平成17年度の騒音調査結果は、一般地域については、32地点のうち21地点で昼夜間ともに環

境基準を達成している（達成率66％：前年度62％）。自動車騒音（道路に面する地域）につい

ては、県内の道路交通センサス区間のうち13区間で「面的評価」を実施し、11区間で昼夜間と

もに環境基準を100％達成した。また、住家等の全戸数2,577戸のうち、2,571戸が環境基準を

達成している（達成率99.8％：前年度97％）。

　　　また、松山空港周辺の航空機騒音の調査結果は、前年度に引き続きすべての地点（４地点）

において、環境基準を達成している。

　(4) 振　　動

　　　振動は、騒音と同様に感覚公害であり、発生形態としては、工場・事業場、建設作業、交通

機関等多種多様であり、中には物的被害が生じる場合もある。

　　　本県では、工場・事業場及び建設作業による振動を規制するため、振動規制法に基づき、10

市について規制地域の指定や、規制基準及び要請限度の設定が行われ、各市町が道路交通振動

の調査を実施している。

　　　平成17年度の道路交通振動の調査結果は、前年度に引き続いてすべての地点（10地点）で要

請限度を下回っている。

　(5) 悪　　臭

　　　悪臭は、不快感を与え、食欲不振や頭痛をもたらすなど、人の健康や生活環境を保全する上

で問題となり、また、よい香りでも強すぎると不快に感じたり、人によっては感じ方が異なる

など、感覚公害といわれている。



　　　本県では、悪臭防止法に基づき、悪臭が発生するおそれのある工場が立地している５市１町

について規制地域の指定を行い、アンモニア、メチルメルカプタン、硫化水素など22物質につ

いて規制基準を設定している。また、悪臭の発生が予想される主要な事業場等に対し、各市町

が立入検査を実施している。

　　　平成17年度は、松山市を除く６事業場について203件の悪臭物質の測定が行われたが、１事

業場（前年度０）で基準値を超過していたため、指導が行われた。

　(6) 土壌環境

　　　土壌の汚染に係る環境基準は、環境基本法等に基づき、カドミウム、ジクロロメタン、ダイ

オキシン類など28物質が設定されており、県では、事業者、土地所有者等に対して、設備増設

等に伴う土地改変の機会をとらえて汚染状況の的確な把握と適切な対策の実施を指導している。

　　　また、近年、顕在化する土壌汚染の増加を踏まえ、有害物質を取扱っている事業場等が、土

壌汚染の有無が不明なまま放置され、人への健康影響が生じてしまうことを防ぐことを目的と

して、平成15年２月に土壌汚染対策法が施行され、有害物質使用特定施設の使用廃止時等の土

壌汚染状況の調査、汚染された土地の指定、健康被害の防止のための汚染の除去等の措置など

が定められた。

　　　本県では、土壌汚染対策法に基づいて指定した汚染区域はない。

　(7) 環境放射能

　　　私たちは、日常生活において、大地、建物等に含まれるウラン系列、トリウム系列、カリウ

ム等の自然放射性物質及び日常摂取している食物中に含まれる自然放射性物質などからの放射

線や、絶えず宇宙の彼方から飛んでくる宇宙線により、年間約1.1mSv(ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ)の自然放射線

を受けているほか、空気中のラドンなどの吸入により、年間約1.3mSvの自然放射線を受けてい

る。

　　　一方、原子力発電所の設置、運転に伴う放射性物質の放出規制は、原子炉等規制法で定めら

れており、更に原子力安全委員会の指針により施設周辺の公衆の受ける線量目標値を、実効線

量として年間0.05mSv以下とするよう定められ、設計、運転管理されている。

　　　本県では、伊方発電所周辺にモニタリングステーション等を設置し、環境放射線のテレメー

タによる常時監視を行ってきたが、平成13年度からは、東海村ウラン加工施設臨界事故及び環

境放射線モニタリング指針の改訂を踏まえ、モニタリングポスト５局の増設等により放射線監

視体制を強化している。平成17年度の環境放射線等調査結果は、県モニタリングステーション

１箇所及び県モニタリングポスト７箇所における空間放射線の線量率の１時間平均値が11～

80nGy(ﾅﾉｸﾞﾚｲ)/時、29地点の積算線量が年間312～517μGy(ﾏｲｸﾛｸﾞﾚｲ)であり、土壌、農水産物

等の環境試料中の放射能レベルも含め、これまでの測定値と同程度で、発電所からの影響は認

められなかった。

　　　なお、監視用の機器については、平成17年度はテレメータシステム一部二重化及びドラフト

チェンバーを更新整備する等、計画的に最新の機器に更新している。

　(8) 有害化学物質

　　①　ダイオキシン問題

　　　　ダイオキシン類は、燃焼過程や化学物質の合成過程で非意図的に生成される化学物質であ



り、極めて強い毒性があり、分解されにくいため、微量の排出によって大きな影響を及ぼす

おそれがある。このため平成11年７月にダイオキシン類対策特別措置法が公布され、耐容１

日摂取量（ヒトが一生涯にわたり摂取しても健康に対する有害な影響が現れないと判断され

る１日当たりの摂取量）、大気、水質、土壌の環境基準や、施設からの排出規制基準などが

定められた。また、平成14年９月から、底質の環境基準が新たに設定された。

　　　　更に、平成14年12月１日から、ダイオキシン類対策特別措置法で定められている排出基準

の強化及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律で規定している廃棄物焼却炉の構造基準が焼

却能力200kg／時未満の廃棄物焼却炉にも適用されることになった。

　　　　平成17年度のダイオキシン類の環境調査結果は、大気については、昨年度に引き続いて四

国中央市、新居浜市、今治市、八幡浜市、宇和島市、西条市の６地点で調査を実施したが、

いずれの地点も環境基準を達成していた。土壌については、四国中央市など10市町19地点で

調査を実施したが、いずれの地点も環境基準を達成していた。また、銅山川などの河川５地

点及び四国中央海域などの湖沼・海域11地点で水質及び底質の調査を実施したが、いずれも

環境基準を達成していた。

　　　　また、ダイオキシン類対策特別措置法の規制対象である廃棄物焼却炉等の特定施設の設置

者が、同法の規定に基づき、排出ガス、排出水等のダイオキシン類を測定した平成17年度の

自主測定結果は、大気関係159施設、水質関係10事業場から報告があり、すべて排出基準を

達成していた。

　　②　ＰＲＴＲ法

　　　　平成11年７月に公布された「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促

進に関する法律（ＰＲＴＲ法）」に基づき、製造業など23業種などの一定規模以上の事業所

は、平成14年度からベンゼン、ダイオキシン類などの指定化学物質の排出量等について国へ

届出することが義務付けられているが、平成16年度の排出状況等の集計結果が18年２月に公

表された。

　　　　本県の状況としては、537事業所（前年度530事業所）から届出があり、届出された化学物

質は138物質（前年度142物質）で、環境への総排出量は5,545トン/年（前年度6,339トン/

年）となっており、そのうち97％が大気、３％が公共用水域への排出となっている。

　　③　環境ホルモン

　　　　外因性内分泌化学物質（いわゆる環境ホルモン）は、その働きや健康への影響について科

学的に未解明な点が多く、人の健康や生態系に、世代を越えた影響を及ぼす危険性が指摘さ

れ、その対策が緊急の課題となっていることから、国では、平成10年度から関係省庁が一体

となり、人や生物への影響調査、全国の河川や海域での実態把握等に取り組んでいる。県に

おいても平成14年度から公共用水域及び事業場排水の調査を実施している。

　　　　県の調査においては、海域で4-ｔ-オクチルフェノールとビスフェノールＡが、事業場排

水でノニルフェノール等の４物質が検出されている。

　　　　なお、これらの物質は、人に対する内分泌攪乱作用の有無やその程度が明らかにされてお

らず、環境上の基準が定められていないことから、健康への影響等環境保全上の評価を行う

には、今後、更に科学的知見の集積に努めていく必要がある。



３　廃 棄 物

　(1) 一般廃棄物

　　　本県の平成17年度末のごみ・し尿処理施設整備状況は、ごみ焼却施設25施設【ごみ燃料化施

設（RDF）２施設を含む。】（1,995トン/日）、リサイクルプラザ・センター７施設（105トン

/日）、し尿処理施設21施設（1,537kl/日）、コミュニティ・プラント11施設が整備されてい

る。

　　　平成17年度（速報）のごみの年間総排出量は、約57.6万トン（前年度約61.0万トン）で、そ

のうち自家処理を除いたごみ処理量の75.3％が焼却処理（前年度72.5％）、4.0％が埋立処分

（前年度6.5％）されている。また、資源化量は、約7.9万トン（前年度約8.5万トン）で、こ

れに集団回収量を加えたリサイクル率は、15.5％（前年度15.6％）となっている。

　　　一般廃棄物の容積比で６割を占めるびん、缶、ペットボトルなどの容器包装廃棄物の排出抑

制及び再商品化の促進を図るため、市町では、計画に基づいて容器包装廃棄物の分別収集に取

り組んでいる。容器包装廃棄物の分別収集の状況は、平成17年度で収集量28,885トン、再商品

化量28,412トン、再商品化率98.4％となっている。

　　　平成17年度の一般廃棄物焼却施設のダイオキシン類濃度測定結果は、市町のごみ焼却施設か

らのダイオキシン類排出濃度は0.00～6.8ng-TEQ/Nm３、平均値0.75ng-TEQ/Nm３（前年度0.43ng-

TEQ/Nm３）であり、平成８年度に比べると約24分の１になっている。民間設置のごみ焼却施設

からのダイオキシン類排出濃度は0.065～0.44ng-TEQ/Nm３、平均値0.29ng-TEQ/Nm３である。

　(2) 産業廃棄物

　　　県内における産業廃棄物は、年間約950万トンの大量かつ多様な性状のものが排出されてお

り、これらの適正処理を徹底し、不法投棄等の不適正処理に起因する水質汚濁、大気汚染、土

壌汚染、悪臭といった二次公害を防止し、生活環境の保全を図る必要がある。本県では、県内

における産業廃棄物処理の実態や将来予測、県の講ずべき施策など、本県の産業廃棄物処理の

基本的方向を示す愛媛県廃棄物処理計画に基づき、県民一体となった適正処理の推進に努めて

いる。特に年間1,000トン以上（特別管理産業廃棄物については、年間50トン以上）の多量排

出事業者に対しては、（特別管理）産業廃棄物処理計画の作成を指示し、適正処理の確保や資

源化・減量化を推進するなどして、資源化率、減量化率の向上に努めている。

４　自然環境

　　自然は人間生活に限りない恩恵を与えるものであることを深く認識し、県内のすぐれた自然を

県民共有の財産として大切にし、次の世代に継承していくことは、重要な使命である。

　　すぐれた自然の風景地を保護するとともに、その利用の増進を図り、もって国民の保健、休養

及び教化に資することを目的として、昭和32年に自然公園法が制定され、さらに、自然保護行政

を総合的に推進するため、昭和47年に自然環境保全法が制定され、自然環境保全の基本方針の策

定や自然環境保全地域の指定などが行われてきた。

　　本県では、昭和33年に愛媛県県立自然公園条例を、昭和48年に愛媛県環境保全条例（平成８年

に愛媛県自然環境保全条例に改称）を、また、昭和55年には愛媛県自然海浜保全条例を制定し、

諸施策を実施してかけがえのない愛媛の自然を守り、育て、良好な生活環境の確保に努め、うる



【地球環境問題】
○地球温暖化　　○オゾン層の破壊　　　　　○酸性雨
○森林の減少　　○有害廃棄物の越境移動　　○野生生物の種の減少
○砂漠化　　　　○開発途上国の公害問題　　○海洋汚染

おいとやすらぎのある郷土づくりを進めてきたところである。

　　現在、県内には、国立公園２、国定公園１、県立自然公園７、計10箇所の自然公園と３箇所の

自然環境保全地域（国指定１、県指定２）及び23箇所の自然海浜保全地区が指定されており、そ

の面積は43,068ヘクタール、県土の約7.6％に及んでいる。

５　地球環境問題

　　近年、人類の生存基盤を脅かす問題として、地球温暖化、オゾン層の破壊、酸性雨などの地球

的規模の環境問題が生じている。この地球環境問題は、一般的に「被害や影響が一国内にとどま

らず、国境を越え、ひいては地球規模にまで広がる環境問題」といわれており、従来の地域的、

国内的な取組だけでは、対応が困難な問題であり、国際的な取組が必要とされるものである。

　　一般的に地球環境問題は、先進国における生活様式の変化等によるエネルギー、資源の消費拡

大、経済活動の国際化などにより引き起こされ、さらには、開発途上国における貧困・人口急増

と都市集中等による環境悪化などが絡み合って年々深刻さを増している。

　　このような地球環境問題の深刻化を背景として、1987年に国連の「環境と開発に関する世界委

員会」は、「持続可能な発展」を提唱し、1992年には、地球サミットが開催され、「リオ宣言」

と、その諸原則を実現するための21世紀に向けた具体的な行動計画「アジェンダ21」が採択され

た。現在、世界各国で地球環境問題に対する様々な取組が行われているが、特に、石炭・石油な

どの化石燃料の大量消費による地球温暖化問題をはじめ、冷蔵庫やエアコンなどの冷媒に使用さ

れているフロンの放出による成層圏のオゾン層の破壊、工場や自動車から排出される硫黄酸化物

などを原因とする酸性雨の問題などについては、地球的規模での取組が積極的に行われている。

特に地球温暖化問題にあっては、平成９年12月に京都で開催された気候変動枠組条約第３回締約

国会議において採択された「京都議定書」が平成17年２月に発効し、世界各国が協力して温室効

果ガスの削減対策を講じることとなった。

　　一方で地域レベルでの様々な取組も進められており、本県においても、地球温暖化については

平成８年３月に策定した「愛媛県地球温暖化対策地域推進計画」に基づき、県民、事業者に対す

る温暖化対策の促進に努めていたが、平成14年３月にこの計画を見直し、新たに「愛媛県地球温

暖化防止指針」を策定し、平成22年（2010年）において、県内の温室効果ガス排出量を平成２年

（1990年）比でおおむね6.0％削減する目標を掲げ、県民、事業者、市町村などの理解と協力を

得ながら着実に地球温暖化対策を推進していくこととしている。

　　また、県自らの事務、事業における二酸化炭素などの温室効果ガスの排出削減を図るため、平

成13年３月には「愛媛県地球温暖化防止実行計画」を策定し、県庁舎や地方局などすべての県の

機関において、省エネ、省資源対策などに積極的に取り組んできたが、平成17年度で第一次計画

（平成13～17年度）の期間が満了となることから、これまでの実績や法改正等を踏まえ、平成18

年３月に新たに第二次計画（平成18～22年度）を策定し、平成22年度までに二酸化炭素を平成16



区分 開催年月日 協議・検討内容

第１回 平成17年8月5日
・関係機関の取り組みについて
・実態把握について
・相談窓口について（総合・個別相談窓口の決定・公表）

第２回 平成17年9月9日 ・関係機関の取り組み状況について
・実態把握について（県有施設の調査結果及び今後の対応）

第３回 平成18年2月3日
・国の総合対策について
・実態把握と対応（予定）について
・関係機関の取り組み状況と今後の対応予定について

年度実績比で10％以上削減することを目標に、進捗状況の公表や職員の意識向上を図るなど、更

なる温暖化対策を推進することとしている。

　　さらに、平成17年度は四国４県が連携して取り組む温暖化対策事業として、四国４県が組織す

る四国地球温暖化対策推進協議会が主体となって省エネ家電ラベルキャンペーンとクールビズ四

国キャンペーンを実施し、省エネラベルの掲示による省エネ性能の高い家電の購入促進や夏季の

軽装勤務（ノーネクタイ・ﾉー上着）による適正冷房（28℃）の推進によって電力使用量を抑え、

家庭やオフィスなど民生部門の省エネルギーと二酸化炭素（温室効果ガス）排出量削減の啓発に

努めたところである。

　　オゾン層保護対策については、従来から業務用冷凍空調機器関係事業者や自動車関係事業者の

協力を得て、フロン類の自主回収に取り組んできたが、平成13年12月から施行された「特定製品

に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律（フロン回収破壊法）」及び平成17

年１月から施行された「使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサイクル法）」に基

づき、業務用冷凍空調機器、カーエアコンの関係事業者に対するフロン回収・破壊の必要性の普

及啓発に努めるとともに、第一種特定製品（業務用冷凍空調機器）及び使用済み自動車（カーエ

アコン）に係るフロン類回収業者等の登録を行う等、法の適正施行に努め、フロン類の回収促進

に努めている。

　　酸性雨については、県内での顕著な影響はみられていないが、平成２年度から県内３箇所で酸

性雨の実態調査を実施し、その実態把握に努めている。

６　アスベスト問題

　　県内にはアスベスト製品製造工場はないが、平成17年６月に、兵庫県のアスベスト製品製造工

場から公表された従業者等の健康被害実態を契機として、県民の健康被害の防止と不安感の解消

を図るため、様々なアスベスト対策を実施した。

　(1) アスベスト対策連絡会議の設置

　　　庁内及び関係機関間の情報共有と連携の強化を図り、効果的なアスベスト対策を推進するた

め、愛媛労働局、松山市及び庁内関係課で構成するアスベスト対策連絡会議を平成17年８月５

日に設置して３回の会議を開催し、取組状況や実態調査状況、対策等を協議・検討した。

　　　表１－２－１　会議開催状況

　(2) アスベスト対策説明会の開催

　　　今後増大が想定されるアスベスト使用建築物の改修工事や解体工事における適切な処理を推



開催年月日 場　所 参加人数 説　明　内　容

平成17年10月６日 テクノプラザ
愛媛 １８６名

①石綿に関する基礎知識と労働安全対策に
　ついて（愛媛労働局、労働基準監督署）
②特定粉じん排出等作業の届出について
　（環境政策課）
③建設リサイクル法について（土木管理課
　技術企画室）
④廃石綿等の適正処理について（廃棄物対
　策課）

平成17年10月13日 総合科学
博物館 １６９名

平成17年10月20日 歴史文化
博物館 １２７名

区　　分 件　数 備　　　　　考

保健所による立入検査件数 ４０件 平成17年７月以降の特定粉じん排出等作
業届出全数について立入検査を実施（松

衛生環境研究所による周辺大気環境
調査実施件数 ２件 東温市、宇和島市

進するため、関係工事業者や一般県民等を対象として、吹き付けアスベストやアスベストを含

む建材が使用されている建築物の改修工事や解体工事を行う際に行うべき届出や措置、廃棄の

方法等に関する説明会を東・中・南予で開催し、周知徹底を図った。

　　　表１－２－２　説明会開催状況

　(3) 特定粉じん排出等作業に対する指導及び周辺環境測定の実施

　　　アスベスト使用建築物の改修工事や解体工事に伴う特定粉じん（アスベスト）排出等作業に

ついては大気汚染防止法に基づく届出が義務付けられており、届出のあった工事現場に所轄保

健所が立入調査を実施し、法令に規定する作業基準の遵守状況を確認するとともに、必要に応

じて解体等工事現場などにおいて衛生環境研究所が周辺大気環境調査を実施し、周辺への影響

がないことを確認した。

　　　表１－２－３　立入検査及び環境調査実施状況

　(4) 県有施設のアスベスト対策

　　　全ての県有施設（1,123施設）を対象として吹き付けアスベスト等の使用実態を調査し、使

用の可能性のある施設についてアスベスト含有率分析調査を実施した結果、21施設で使用が確

認された。

　　　このうち、県民利用の多い施設については室内大気環境調査等を実施して安全を確認すると

ともに、飛散の有無や利用頻度等を考慮し、優先度の高い11施設について除去工事に着手した。

　　　なお、残りの10施設についても、平成18年度中に除去工事を実施することとしている。



種　別 施設名称 所在市町 使用箇所 対策工事

アスベスト

三番町ビル 松山市 機械室

平成17年度今治地方局 今治市 冷房機械室

愛南土木事務所 愛南町 機械室

ロックウール
愛媛整肢療護園

松山市
ボイラー室

平成18年度
健康増進センター 電気室

ロックウール

南レクプール 愛南町
機械室

平成18年度
森松団地

松山市

中須賀団地 給水塔

教育文化会館
機械室

松山聾学校 平成17年度
中央病院 機械室・電気室

平成18年度
新居浜病院 新居浜市

機械室
警察本部 松山市

西条西警察署 西条市 機械室・電気室

その他吹付け

国立須の川公園 愛南町 休憩所

平成17年度

本庁第一別館
松山市

地階駐車場

本庁第二別館 機械室・電気室

小松高校 西条市

階段弓削高校 上島町

三島高校 四国中央市

総合教育センター 松山市 情報研修室

　　表１－２－４　アスベスト使用が確認された県有施設

　(5) 今後の対応

　　　今後は、アスベスト使用建築物の解体等工事の増加が予想されるとともに、大気汚染防止法

の改正（平成18年10月施行）や同施行令の改正（同年３月施行）等によりアスベスト飛散防止

に関する規制が拡充・強化され、規制内容の周知徹底を一層図る必要があることから、解体等

工事業者、施設管理者等を対象とした説明会の開催やアスベスト対策マニュアルの策定、大気

汚染防止法等に基づく適正処理のための監視・指導の強化、周辺環境調査の充実等により、県

民の不安感の解消と健康被害の防止に努めることとしている。
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